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地方税法附則第 15 条の７

平成 21 年６月４日から平成 28 年３月 31 日までの間に、一定の要件を満たす認定長期優良住宅を新

築した場合、新たに固定資産税が課されることとなった年度から５年度分（３階建以上の耐火・準耐火

建築物は７年度分）、当該住宅の１戸あたり床面積 120 ㎡相当分までの固定資産税額が２分の１減額さ

れます。

●平成 21年６月４日から平成 28 年３月 31 日までの間に新築された住宅であること

●長期優良住宅の普及の促進に関する法律第 10条第 2号に規定する認定長期優良住宅※ であること

●居住部分の床面積の割合が当該家屋の２分の１以上であること

●１戸あたりの床面積が 50 ㎡以上 280 ㎡以下であること（ただし、貸家の用に供する一戸建て以外

の住宅にあっては、40㎡以上 280 ㎡以下）

注）現況の床面積で判定しますので、登記床面積と異なる場合があります。

マンション等は共用部分の床面積を専有部分の床面積割合によりあん分した床面積を含めます。

一戸建て以外の住宅とは、マンション等の区分所有住宅またはアパート等の構造上独立した区画を有する住宅をいいます。

なお、床面積要件の判定は、独立した区画ごとに行います。

●新築した年の翌年の１月 31 日まで（１月１日新築の場合はその年の１月 31 日まで）に所管の都税事務所

に減額の申告が行われていること

注）地方税法に規定するその他の減額制度等との併用はできません。

【減額される期間】

新たに固定資産税が課されることとなった年度から５年度分です。ただし、認定長期優良住宅の

うち３階建以上の耐火・準耐火建築物である場合には、新たに固定資産税が課されることとなった

年度から７年度分となります。

【減額される額】

当該住宅の固定資産税額（１戸あたり床面積 120 ㎡相当分までを限度）の２分の１が減額されます。

【申告期限】

住宅を新築した年の翌年の 1 月 31 日まで（1月 1日新築の場合はその年の 1月 31 日まで）

【手続き】

●23 区内の住宅

裏面の「固定資産税減額申告書」に必要事項をご記入の上、長期優良住宅認定通知書の写し※（必

要に応じて、その他の書類を提出していただくことがあります）とともに、当該住宅の所在する区

にある都税事務所へ申告してください。

詳しくは 23 区内の各都税事務所へお問い合わせください。

●23 区外の住宅

当該住宅が所在する市町村へお問い合わせください。

（※）長期優良住宅の認定を受けるためには住宅着工前に区への申請が必要です。申請手続及び認定

通知書の発行についてのご質問は、当該住宅が所在する区の区役所にお問い合わせください。

減額される期間・額は？

減額の対象となる住宅は？

減額を受けるための申告期限は？手続きは？

認定長期優良住宅を新築し、1月 31日までに

ご申告された場合、固定資産税が減額されます
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